
 

 

～ 日本海難防止協会シンガポール連絡事務所発SRO news ～ 

（Ref No：22－012） 

 

１ 先に下院を通過した 2022年度補正予算にはパラオ国立海洋保護区法（PNMS

法）を改正する付帯条項があり、PNMS の管理を農業・漁業・環境省（MAFE）に

移管し、同大臣に（EEZ の）80％禁漁区域内での「試験操業」活動の承認権限

を与えることとしている（※SRO News22-011参照）。MAFEのビクター大臣は、

この試験操業で収集される情報が海洋空間計画（marine spatial planning）の

立案に役立つと述べた。一方、パラオの上院議員で前天然資源・環境・観光大

臣のウミー・センゲバウ氏は、計画立案のためのデータは既に十分にあるとの

考えで、漁業活動を許可する必要性に疑問を呈している。 

原文 

（10th June 2022, Island Times） 

 

２ 新駐日パラオ大使の Peter Adelbai氏は、皇居で天皇陛下に信任状を捧呈

した。金子農林水産大臣も同席した。 

原文 

（14th June 2022, Island Times） 

 

３ パラオのガラルド州沖に Waverider ブイが配備された。このブイから収集

されるデータ（波の高さ、周期・方向、表層流の方向と速度、海面水温、気温）

は、パラオ共和国の災害と気候に関するレジリエンスを強化する。この取り組

みは、日本政府が資金提供する国連開発計画（UNDP）の「災害対応・防災支援

（Enhancing Disaster and Climate Resilience：EDCR）」プロジェクトを通じ

て Palau National Weather Service Office（NWSO）が主導し、ハワイ大学マ

ノア校の Pacific Islands Ocean Observing System（PacIOOS）がテクニカル・

パートナーとして関わっている。 

原文 

（17th June 2022, Island Times） 

 

４ マーシャル諸島デイビッド・カブア大統領の閣僚一覧ついて 

原文 

（17th June 2022, Marshall Islands Journal） 

 

５ 甲板員が女性だけのマグロはえ縄漁船が漁に出発するというフォーラム漁

業機関（FFA）とフィジーによる世界初のイニシアチブの狙いは、女性のキャ

リアパスの開拓と機会の均等な提供にある。FFA は太平洋のマグロ漁業におけ

る男女の不均衡解消を目指し、この取組を他の太平洋諸国に順次展開する予定。 

https://islandtimes.org/theres-enough-data-now-for-marine-spatial-planning-senator-sengebau/
https://islandtimes.org/minato-ku-tokyo/
https://islandtimes.org/deployment-of-a-new-wave-buoy-in-palau-to-improve-monitoring-of-ocean-conditions/


原文 

（13th June 2022, FFA） 

 

６ サモアのフィアメ首相は、ニュージーランド（NZ）との外交関係 60周年及

びサモア独立 60 周年記念のため、公式訪問している NZ でアーデーン首相と会

談し、「サモアと中国の間で軍備整備に関する話し合いは全くしていない」と

述べた。アーデーン首相は、太平洋諸国は自らの将来を決定する主権的権利を

有していると強調し、この地域には安全保障問題に対処する能力があり、共に

対処できると述べた。 

両首脳は、中国が太平洋諸島と結ぼうとしている安全保障協定について、地

域フォーラムで検討されるべきだと述べた。太平洋諸島フォーラム（PIF）首

脳会合は 7 月中旬にフィジーで開催予定である。（※PIF メンバーのうち）パ

ラオ、マーシャル諸島、ナウルおよびツバルの４カ国は中国ではなく台湾を承

認しており、中国に関する問題でコンセンサスを得ることは困難とみられる。 

 また、現在週 1便である NZからサモアへの商用フライトを 8月 1日から増便

し、年末までに毎日運航とする予定。 

原文 

（14th June 2022, 1 News） 

原文 

（14th June 2022, Reuters） 

 

７ ニュージーランド（NZ）のペーニ・ヘナレ国防相は、ソロモン諸島の国家

安全保障大臣であるアンソニー・ヴェケと会談後、インタビューで、両国は海

洋安全保障に焦点を当てた作業計画の議論を開始したと述べた。NZ は太平洋に

おける安全保障上の危機と自然災害への地域的対応を調整するビケタワ宣言を

はじめとする長期的な合意を結んでいる。 

原文 

（15th June 2022, The Guardian） 

 

８ 世界銀行は、ソロモン諸島での 1,350万ドルの水産業プロジェクトを承認

したと発表した。これは違法操業対策のために漁業管理を強化するもので、ソ

ロモン諸島に対する世界銀行の歴史的な支援強化の一環として実施される総額

1億 3千万ドル相当の 4つのプロジェクトのうちの 1つである（※SRO News22-

011参照）。 

原文 

（14th June 2022, Reuters） 

 

９ キリバスの首都タラワのインターネット・電話プロバイダーOceanlink は

北京に本拠を置く Acclinks が所有している。Acclinks は米国連邦通信委員会

が安全保障上の脅威としてリストアップしている ZTE Corpと密接な関係を持っ

ており、米国当局はキリバスの海底ケーブルを通じた通信が傍受されることを

懸念している。キリバス政府が中国と緊密なパートナーシップを結んでいるこ

https://www.ffa.int/node/2711
https://www.1news.co.nz/2022/06/14/samoas-pm-says-theres-no-desire-for-military-ties-with-china/
https://www.reuters.com/world/asia-pacific/pacific-islands-forum-should-consider-china-security-ties-samoa-pm-2022-06-14/
https://www.theguardian.com/world/2022/jun/15/new-zealand-to-boost-maritime-security-with-solomon-islands-amid-china-focus-on-pacific/
https://www.reuters.com/world/asia-pacific/world-bank-approves-third-new-project-solomon-islands-2022-06-14/


とは懸念材料であり、米国は太平洋諸国に対しセキュリティ・システムの脆弱

性発見支援を活発に行なっている。 

原文 

（13th June 2022, PACNEWS） 

 

10 ニュージーランドは、（※海外からの旅行者に対する）COVID 出発前検査

の要件を 6 月 20 日から撤廃する。旅行者は（※入国後）0/1 日目又は 5/6 日目

にセルフ・テストを実施する必要がある。 

原文 

（16th June 2022, Radio NZ） 

 

11 豪州国防軍（ADF）は、パプアニューギニア（PNG）の要請により総選挙を

支援する。130人以上の ADF職員が PNGに赴き、選挙期間中に空軍機を使用し

て選挙資料や人員輸送をサポートする。これらは、豪州外務貿易省が主導する

豪州政府全体としての支援として、また、ADFと PNG国防軍の長年の防衛協力

プログラムの一環として提供される。 

原文 

（12th June 2022, Australian Government Department of Defence） 

 

12 キリバス政府は、深刻な干ばつを受け、国家災害事態（State of Disaster）

を宣言した。 

原文 

（15th June 2022, Radio NZ） 

 

  

https://pina.com.fj/2022/06/13/chinese-role-in-pacific-communications-prompts-u-s-concern/
https://www.rnz.co.nz/news/national/469211/covid-19-government-confirms-pre-departure-tests-will-be-scrapped
https://news.defence.gov.au/media/media-releases/adf-election-support-png
https://www.rnz.co.nz/international/pacific-news/469075/kiribati-govt-declares-state-of-disaster-due-to-severe-drought


 

 


